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Abstract
In response to the population decline, recent regional revitalization policies have mobilized 
various kinds of policy ideas from several domains of public policy. The framing that assumes 
some public facilities to be the core of the local community is one of those. Compared to elemen-
tary and junior-high schools which had traditionally been closely linked to their rural neighbor-
hoods, the relationship between high schools and their communities was weak. However, recently 
the role of the high school has been paid attention in rural revitalization policies. The policy 
planning processes, such as the Comprehensive Strategy for Revitalizing Towns, People, and 
Work, and a general outline on education show that coordination by the executive office of the 
municipalities covers the education policy domain. Using the concept of community or neighbor-
hood-based anchor institutions and interagency collaboration, this article provides a review of two 
recent cases related to the reorganization of public high schools in order to avoiding closures of 
the schools, such as in Okushiri Town, Hokkaido, and, Nakagawa Town, Fukuoka. Descriptive 
analysis elucidates what kinds of policy options local governments choose and how they made the 
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員に音威子府村への住民票の移動を義務づけており、それが村人口の 2 割を占める（季刊地域編集部 , 2015）。
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年 / 月 / 日 事項
2014（H26）/5/8 日本創成会議・人口減少問題検討分科会『成長を続ける 21 世紀のために「ストップ少子化・地方元気戦略」』
2014（H26）/7/4 国土交通省『国土のグランドデザイン 2050』［小さな拠点，コンパクトシティ，高次地方都市連合］
2014（H26）/9/3 第 2 次安倍改造内閣発足［地方創生担当相，まち・ひと・しごと創生本部，新設］
2014（H26）/11/28 まち・ひと・しごと創生法公布（平成 26 年法律第 136 号）
2014（H26）/12/27 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」，「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン－国民の「認識の共有」と「未来への選択」を目指して－」平閣議決定
















for Community Partnerships, 2008）。これらと比して、公立学校は規模がやや小さい。また、米国
の例でいえば、公立学校を管理するのは教育委員会であり、州政府など、学校が当該近隣地域内
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で行う活動は上位レベルの行政組織の承認を必要とすることがありうるから特有な条件下にある


























































（public-nonprofit） と い っ た 枠 組 み を 想 定 し う る（Eglene & Dawes, 2006; Prefontaine, Ricard, 









政と社会福祉行政との交錯領域を「教育福祉問題」と呼ぶ例があったし（小川 , 永井 , 平原 , 
1972）、その後も教育と福祉の連携の重要性は強調されてきた（神田 , 岩橋 , 玉井 , 朝岡 , 1994）。
また、教育分野内部での多機関連携としては学社連携や学社融合の理念がよく知られている（本
家 , 1985; 生涯学習審議会 , 1996）。しかしこれまでの連携論は教育施設ユーザー側の視点や、教
育機関で認識されている課題に対してどのようなアプローチをとるのが効果的か、また連携を担
4 行政の連携・協働は公的部門と民間部門との連携・協働を指すことが多いが（稲生 , 2010）、公的な組織間での
協働も対象となりうる（小川 , 2017）。例えば米国連邦政府の行政改革のレビューにおいて政府内の複数の組織
で同種の行政サービスを行う重複性が政府の非効率をもたらしていることに関連して interagency coordination and 
collaboration や cross-agency collaboration を求める議論などがある (U. S. Government Accountability Office, 2012)。
5 例えば総合教育会議自体は執行機関ではなく執行機関同士の協議・調整の場であるが、総合教育会議の設置を規定
する地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 1 条の 4 の趣旨は「地方公共団体の長と教育委員会が十分な意思
疎通を図り、地域の教育の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意を反映した教育行政の推進を図ることを目
的としている」と解されている（木田 , 2015, ページ : 97）。
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よる閉校（休校・廃校）等の対応、② 2 校を 1 校に統合し、一方を分校化あるいは閉校（休校・
廃校）し、課程・学科改編を伴う等の対応、③ 3 校以上の複数校を 1 校に統合し、他方を分校化
あるいは閉校（休校・廃校）し，課程・学科改編を伴う等の対応、といった類型化を試みるもの
もあり（梶 , 2017, p.38），前述の特色づくりに関する論稿とあわせて、示唆的な論稿は少なくない。
しかし、こうした高校再編統合の外形的な類型や特色づくりそれ自体の価値に関心を寄せる立場
とは異なって、本稿は多機関連携の視点から、関連自治体による一種の政策選択として捉える立














9 北海道の地域キャンパス校（北海道教育委員会 , 2016）などがよく知られている。
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場に立ち、各種アクターを介在させた高校存続をめぐる政策選択の側面に注目する。よって次の
ような高校存続のスキームが注目される。第 1 には県教育委員会が設置管理する県立高校のまま、
高校と県と立地自治体とが連携を模索するような場合 8 がある。第 2 には、同じく県立高校のま









現在の奥尻町は 1 島 1 町の自治体であるが、明治期には奥尻島内に 4 つの村があった。北海道
特有の 1 級・2 級町村制により、1906 年に 4 村が合併して 2 級町村としての奥尻村となり、1947
年制定の地方自治法により普通地方公共団体としての奥尻村になり、1966 年 1 月 1 日から町制
に移行している。檜山振興局及び檜山教育局の管轄である。現町長の新村卓実（しんむらたかみ）












のことを「限界自治体」と名付けたが、奥尻町は全国の 144 の限界自治体の一つとされた（大野 , 
2005, p.17）。その後、日本創生会議は若年（20～39 歳）女性人口の減少率が推計で 5 割を超える
自治体を消滅可能性都市と表現し、とりわけ 2040 年の人口が推計で 1 万人未満の自治体を消滅
可能性が高い都市と呼んだ（増田 , 2014）。そこでは若年女性人口の 2010 年から 2040 年への変
化率が全自治体別に示されており、奥尻町はその減少率の大きさで北海道内 1 位、全国 4 位とな
っている 10。また、奥尻島は従来離島振興法に基づく離島振興対策実施地域に指定されてきたが、








図 1 にはまち・ひと・しごと創生本部の RESAS から得られる奥尻町の総人口推計を示す。図
1 のパターン 1 がいわゆる社人研推計であるが、これによれば 2060 年の同町の総人口は 627 人
と予測されており、これに対して、同町では、2025 年以降の合計特殊出生率は 1.70 を維持し、
2020 年までに 2010 年の人口の 1.5% に当たる 48 人が定住し、純移動率を加味しない場合として
2060 年の総人口を 1,617 人と推計している（奥尻町 , 2016）。檜山管内の 7 町の中でも奥尻町の
合計特殊出生率は高い方ではあった。1998～2002 年は 1.77，（最低は江差町の 1.42），2003～2007
年は 1.54（最低は乙部町の 1.4），2008～2012 年は 1.58（最高は厚沢部町の 1.63，最低は江差町の
1.31）となっている。パターン 1 を基に、年齢で 0～14 歳、15～64 歳、65 歳以上の 3 区分別に
将来人口を見た場合、2020 年までは、65 歳以上人口が微増するが、その後はいずれの年齢区分













奥尻町に設置されている奥尻高校は 2016 年 4 月より北海道立から奥尻町立に移管された。北
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海道立高校の統廃合のガイドラインである公立高等学校配置計画に基づくと、「5 月 1 日現在の




町立移管の政策選択に際しては、北海道教育委員会が 2006 年 8 月に策定した「新たな高校教
育に関する指針」の影響も大きい。指針では、高校の再編整備の進め方について言及されている。
特に小規模校の取扱いについては再編が困難な地域の学校もあることから、統合に加えて、他の

























奥尻町が受けている支援として、大きく 3 つに分けることができる。第 1 に人的支援である。奥




12 奥尻町教育委員会及び奥尻町地域政策課に対して行った筆者らのインタビュー調査（2017 年 8 月 24 日）による。
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尻高校には北海道教育委員会より北海道単独加配として 3 名（教員 2 名、事務職員 1 名）の加配
教員が派遣される。2020 年までの 5 年計画で、最初の 3 年間は 3 名が派遣され、残りの 2 年間


























万人にわずかに足りなかったが、2015（平成 27）年 10 月の国勢調査確報値で 50,004 人となり、
2017（平成 29）年に念願の市への昇格が決まった 14。表 2 にみるとおり、2010（平成 22）年度
から 2015（平成 27）年度にかけては人口集中地区面積は増加しないまま人口集中地区人口がわ
ずかに増えていて、全人口に占めるその割合（DID 人口比）も大きい。
13 奥尻高校に対して行ったインタビュー調査（2017 年 8 月 24 日）による。
14 総務省「町を市とする処分に係る総務大臣の同意（福岡県那珂川町）」2017 年 11 月 2 日。告示は 2018 年 10 月 1 日の予定。
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住民基本台帳ベースでの町の推計によれば、いわゆる「国シミュレーション 1」（前掲、図 1 の注記、














た場合は学校法人化への検討を行う旨が既に明記されていた（那珂川町 , 2005, p.10）。このプラ




の給料表等の見直しの検討等が行われた。財政的な理由により教職員に関しては 45 名のうち 15
名が常勤講師となっている（那珂川町町議会会議録平成 20 年第 1 回定例会、篠田直喜教育長の
発言より）。

























回定例会（9 月 25 日）より）。










15 例えば那珂川町は町立小・中学校全校で 2005 年度から町民聴講制度を実施しており、2008 年度からは高校でも受
入れを開始した。しかし、2010 年度以降の利用者は総数でも 1 桁台にとどまっており、2016 年度の高校での受入
数は 2 名となっていた（那珂川町教育委員会 , 2017）。







「公私立の学校 ( 学校教育法 ( 昭和二十二年法律第二十六号 ) に規定する小学校、中学校及び義務教育学校を除く。)、
図書館、博物館、公会堂又は公園等の文化施設相当数を有すること」が要件になっている。
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する地方交付税の額が減少することとなる。2017 年度の地方交付税は約 2 億 8800 万円が減額さ
れている（『那珂川町議会会議録』2017 年第 1 回定例会（2 月 9 日）、小原総務部長の発言より）。
また、私立学校への移管に伴い、教員も大きな異動があった。町立高校では 25 名の教員が雇
用されていたが、そのうち 11 名は県立高校への特別採用試験への合格という形で異動し、町立
高校から学校法人に継続して雇用されているのは 4 名であった。私立高校の教員は前述の 4 名に
加えて、町立高校時に常勤講師として雇用されていた教員 19 名及び八洲学園の採用試験合格者
によって構成されており、その大半は学校法人が雇用している（『毎日新聞』2017 年 1 月 25 日）。
また、那珂川町公益的法人等への職員の派遣等に関する条例施行規則を制定し、設置者変更後の
学校運営が円滑に行えるよう、福岡女子商業高校の業務に従事させる職員を派遣することができ






















会議録』2014 年第 1 回定例会（2 月 29 日）より）。
18 学校法人移管後に授業料は増額されており、月額 2 万円、施設費が月額 1 万円となっている。
19 例えば、（大森 , 2017）など参照。
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